
製・配・販連携協議会
サプライチェーンイノベーション大賞応募資料

共同配送における、ASN入荷検品レスの実現

※共同配送とは・・・1台の車両で複数メーカーの荷物を積み合わせて配送すること
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サマリー

概要
• キユーピー、キユーソー流通システム、加藤産業の3社の取組みから、

ASN入荷検品レスのメーカー共配全体への拡大

目的
• メーカー共配全体へのASN入荷検品レス拡大による荷待ち・荷役時間の削減
や積載効率の向上

• ドライバー生産性向上とともに物流全体の効率化を加速

新規性/

創造性
• 業界標準を志向したシステム・運用・企業連携を構築
• 物流課題を解決するASN入荷検品レスプラットフォームを整備

継続性/

課題克服性
• メーカー共配全体でのASN入荷検品レス取組みにより、
①検品時間ゼロ化、②積載効率の向上、③荷役作業の低減

業界への啓発/

普及効果

• 業界共通プラットフォームとして整備することで、
「個別最適化」から「全体最適化」にシフト

• 業界普及・企業参画の拡大が進むことで、目指すべき姿である
フィジカルインターネットの実現に繋がるデジタル活用事例
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連携企業紹介
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連携企業

企業

加藤産業㈱ キユーピー㈱ ㈱キユーソー流通システム

設立 1947年8月22日 1919年11月 1966年2月1日

本社所在地 兵庫県西宮市松原町9番20号 東京都渋谷区渋谷1-4-13 東京都調布市調布ヶ丘3-50-1

事業内容
総合食品卸売業
カンピー製品販売元

食品製造販売等
倉庫業
貨物利用運送事業等

事業所数 11支社 26支店 6工場 21支店・営業所 65営業所・センター

物流拠点 全国83拠点（24年4月時点） 全国11拠点 全国70ヵ所以上

売上高
【単体】7,099億円
【連結】1兆1,698億円(2024年度)

【単体】2,056億円
【連結】4,840億円(2024年度)

【連結】1,952億円(2024年度)

資本金 59億3,405万円 241億4百万円 40億6,311万円

上場証券取引所 東証プライム 東証プライム 東証スタンダード

＊本資料での表記は以降、「加藤産業」「キユーピー」「キユーソー」とする
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背景・目的
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物流課題に対する効果的な施策/手段として、ASN入荷検品レスの取組み重要度が高まっている

課題キーワード→荷待ち・荷役時間の削減・積載効率の向上・ドライバー滞在時間2時間以内

背景 物流関連法

2021年

改
正
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法

•

荷
主
の
配
慮
義
務
の
新
設

•

国
交
大
臣
に
よ
る
荷
主
へ
の
働
き
か
け
規
定
の
施
行

•

標
準
的
な
運
賃
の
告
示
制
度
導
入

2022年

改
善
基
準
告
示
の
改
正

•

拘
束
時
間
の
上
限
短
縮(

年
間
３
３
０
０
時
間
以
内)

•

1

ヶ
月
の
拘
束
時
間
制
限(

２
８
４
時
間
以
内)

•

休
息
期
間
の
延
長(

最
低
９
時
間
以
上)
•

連
続
運
転
時
間
の
上
限
設
定(

４
時
間
ま
で)

2023年

物
流
効
率
化
法
の
改
正
案
閣
議
決
定

•

荷
主
・
物
流
事
業
者
へ
の
物
流
効
率
化
の
取
組
み
義
務
付
け

•

経
産
省
・
農
水
省
・
国
交
省
連
名
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
策
定

•

荷
待
ち
・
荷
役
作
業
等
時
間
２
時
間
ル
ー
ル

•

特
定
事
業
者
へ
の
中
長
期
計
画
作
成
義
務

•

特
定
荷
主
へ
の
物
流
統
括
管
理
者(C

L
O

)

の
選
任
義
務

•

運
送
契
約
の
書
面
化
義
務

2024年

時
間
外
労
働
時
間
の
上
限
規
制
ス
タ
ー
ト

•

年
間
９
６
０
時
間
の
時
間
外
労
働
時
間
上
限
規
制
の
適
用

•

月
平
均
８
０
時
間
の
時
間
外
労
働
に
相
当

•

特
別
条
項
付
き
３
６
協
定
の
締
結
が
必
要

•

違
反
時
の
罰
則
規
定
あ
り

物
流
関
連
２
法
の
改
正
法
公
布

•

物
資
の
流
通
の
効
率
化
に
関
す
る
法
律
の
改
正

•

物
流
効
率
化
の
取
り
組
み
義
務
化

•

特
定
事
業
者
へ
の
中
長
期
計
画
作
成
義
務

•

定
期
報
告
の
実
施
義
務

•

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
の
改
正

•

元
請
事
業
者
へ
の
実
運
送
体
制
管
理
簿
作
成
義
務

•

運
送
契
約
の
書
面
化
義
務(

３
条
書
面)

•

軽
ト
ラ
ッ
ク
事
業
者
へ
の
規
制
強
化

2025年

改
正
物
流
効
率
化
法
の
一
部
施
行

•

荷
主
・
物
流
事
業
者
に
荷
待
ち
・
荷
役
時
間
の
短
縮
、

積
載
効
率
の
向
上
の
努
力
義
務
化

<ガイドラインにおける実施推奨項目>

パレット等の活用、検品の効率化、共同輸配送の推進等による積載率の向上

2026年

改
正
物
流
効
率
化
法
の
本
格
施
行

•

特
定
事
業
者
へ
の
中
長
期
計
画
作
成
・
提
出
の
義
務
化

•

定
期
報
告
の
実
施
義
務

•

取
り
組
み
が
不
十
分
な
場
合
の
措
置

(

勧
告
・
公
表
・
命
令
・
罰
金
）

•

実
運
送
体
制
管
理
簿
作
成
の
完
全
義
務
化
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背景 ASN入荷検品レス経緯

2013年

パ
レ
ッ
ト
単
位
Ａ
Ｓ
Ｎ
検
品
レ
ス
開
始

(

キ
ユ
ー
ピ
ー
・
加
藤
産
業)

2018年

拡
大
鈍
化(

Ａ
Ｓ
Ｎ
作
成
の
作
業
負
荷)

引
取
物
流
に
対
応
し
た
入
荷
事
前
検
品

(

加
藤
産
業)

2019年

簡
易
モ
デ
ル
届
け
先
単
位

(

キ
ユ
ー
ピ
ー)

2023年

簡
易
モ
デ
ル
並
行

従
来
パ
レ
ッ
ト
単
位
模
索
開
始

(

キ
ユ
ー
ピ
ー)

路
線
荷
番
ス
ピ
ー
ド
検
品
開
始

(

加
藤
産
業)

2024年

負
荷
軽
減
・
精
度
向
上
を
両
立
し
た

パ
レ
ッ
ト
単
位
の
ユ
ニ
ッ
ト
運
用
再
構
築

(

キ
ユ
ー
ピ
ー
・
キ
ユ
ー
ソ
ー)

大
手
メ
ー
カ
ー
を
中
心
に
実
証
実
験
を
推
進

2015年

事
前
出
荷
情
報(

Ａ
Ｓ
Ｎ)

が

日
食
協
標
準
Ｅ
Ｄ
Ｉ
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
に

2021
改正貨物自動車
運送事業法

2022
改善基準告示

改正

2023
物流効率化法の
改正案閣議決定

2024
時間外労働時間の
上限規制スタート

物流関連法
の流れ

2022年

パ
レ
ッ
ト
Ａ
Ｓ
Ｎ
＋
伝
票
レ
ス
実
証
実
験

(

加
藤
産
業)

制
約
緩
和
で
一
定
の
成
果

パ
レ
ッ
ト
単
位
要
望
の
対
応
保
留

倉
庫
業
者
と
の
取
組
み
も

Ａ
Ｓ
Ｎ
作
成
・
活
用
に
は
至
ら
ず

社会的に荷待ち・荷役の要望が高まる前からASN入荷検品レスに着手

課題：メーカーASNの負担→検品レス取組みハードルを下げる。共配利用メーカーへの対応。
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メーカー・物流事業者・卸の連携により、
ASN入荷検品レスの取り組みを拡大し、
納品効率の向上を実現。
（荷待ち・荷役時間の削減や積載効率の向上等）

さらに、ASNを活用することで伝票レスを実現し、
物流業務全体の効率化を加速させる。
（ドライバー・荷役・事務作業員等の生産性向上）

目的
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取組み内容
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取組みスキーム

メーカー

も
の

情
報

ASN作成不要

Ｌ
Ｔ

メーカー

メーカー

KATO汎用
センター

他卸運営
小売センター

他卸汎用
小売センター

他卸運営
センター

納品センター別
パレット単位ASN作成

受注/出荷 LT2 (リードタイム2日)

発注データ発注データ

出荷指図データ 出荷指図データ

パレット単位ASN パレット単位ASNパレット単位ASN

共配メーカー キユーソー流通システム 納品先(卸)
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これらに対応できる共配物流事業者の存在が必要

実現に向けたアクションプラン

課題 問題 Action

01
キユーソー共配
メーカー拡大

①共配メーカーごとにシステム構築することは非現実的 共配荷主間連携

②共配メーカー同士でお互いの共配事情を知らない
共配メーカーごとの事情も様々で進め方がわからない
※在庫メーカーと無在庫メーカー（集荷型）がが存在

標準システム化
荷主パターン化
運用アレンジ

③出荷指図のタイミングが遅い（バラバラだった） リードタイム延長

④事業所コード・商品コードが独自コード 共通コード活用

02
納品先拡大

⑤小売専用センターで固有の運用ルール 小売連携

⑥商物分離型のセンター運営 標準システム相互連携

03
効果最大化

⑦多品種小口ミルフィーユ納品は積載効率が悪い 物流機材活用

⑧紙伝票文化 デジタル化
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①共配メーカーごとにシステム構築することは非現実的

キユーソー共配メーカー拡大 アクション①

直接送信

（現在）
FINETキユーソー 得意先（納品先）

（従来）
アクション

標準ASNシステムにて
キユーソーによる共配一括送信

機能を装備
↓↓↓

共配メーカー毎の
対応不要化

共配メーカーは
システム対応不要

↓↓↓
代わりにキユーソーが必要な

受注リードタイムや
各種コード整備に協力

FINET

＜固定観念＞
物流業者のデータ送信先は、
発荷主向けに限定。

＜発想転換＞
ASNを活用する対象は着荷主。
物流業者から直接送信がシンプル。

キユーソー
キユーピー

（メーカー個別） 得意先（納品先）

共配メーカー毎の対応は非現実的

共配メーカーはシステム対応不要
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②共配メーカー同士でお互いの共配事情を知らない

キユーソー共配メーカー拡大 アクション②

アクション

加藤産業（商流面）
キユーソー（物流面）
キユーピー（荷主連携）

3社共同で
共配荷主へ参画依頼

出荷指図データ 出荷指図データ出荷指図データ

メーカー メーカーメーカー

納品

荷主連携

×
お互いに知らない

×

商流
呼びかけ

物流
呼びかけ
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③荷主毎にリードタイムがバラバラで統一作業ができない

キユーソー共配メーカー拡大 アクション③

前提）受注出荷リードタイムLT2

アクション（業界の動きとして）

日食協物流問題研究会を通じた各種取り組みにより
「タイムシェア」「LT2納品＋午後受注」が徐々に浸透

LT2出荷定着メーカーのASN作成に着手

LT1メーカー
混在影響

作業導線 増
時間差で同フロア荷揃え

作業性 減
LT2～１間で別業務

複雑性 増
作業手順・配車タイミング・・

2022年まで）キユーソー共配のうち、LT2メーカー率（物量率）=18％
・・ほとんどのメーカーが間に合わない状況

2024年現在）2022年以降LT2率が高まり、現在では78％まで上昇
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④事業所コード・商品コードが独自コード

キユーソー共配メーカー拡大 アクション④

届け先A
10175845

届け先A
22222

届け先A
33333

事業所コードは
EDI受発注で
使用している

共通1次店・2次店
コード採用

アクション

『事業所』
『商品』は

EDI取引可能な
共通コード整備

商品コードは
JAN・ITF採用

同時にサイズ・
重量情報も補完。

届け先A
共通1次店ｺｰﾄﾞ
共通2次店ｺｰﾄﾞ

メーカー毎に個別の事業所コード 共通コード

荷主A 荷主B荷主A

将来の物流標準事業所コード・物流商品マスタへの置き換えも視野に準備

商品①
荷主品コード

21405

キユーピー マヨネーズ

商品②
荷主品コード

123AB

商品③
荷主品コード

DB987

荷主A 商品②

荷主B 商品③

450g 20

520

21405

490157704207

14901577042072

JANITFコード

JANITFコード

JANITFコード
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キユーソー共配メーカー拡大 アクションまとめ

アクション④
標準コード

アクション①
標準ＡＳＮ

キユーソー一括送信

アクション②
共配荷主へ参加依頼

アクション③
ＬＴ２定着

荷主の参入
ハードル解消

荷主連携
ＬＴ２荷主の
出荷作業集約

ＡＳＮにむけた
コード整備

取り組み進化
これまで：個社（キユーピー・アヲハタのみ）ＡＳＮ
これから：キユーソー共配（キユーピー・アヲハタ、その他メーカー）+伝票レス
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従来のメーカー・卸の個別ASNシステムの問題

納品先の拡大 アクション

商流帳合卸 メーカー 物流運営卸共配事業者

発注 出荷指図 納品

商流卸と物流卸が異なる小売専用センターでは、メーカー・卸で個別ASNシステムの構築では対応が困難

→商流卸と物流卸の一致が前提となり、納品先・共配メーカーが限定されてしまう

×

発注 出荷指図 納品

出荷実績ASN
ASN

ASN 出荷実績

卸M

卸M
小売専用C

小売専用C

個別システム

卸M

個別システム

×
ASN

帳合卸毎の
個別対応

商流卸と物流卸が異なる
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標準ASNシステムを卸が相互利用すれば、商物分離型センターにも適用が可能
共配においても帳合卸に関わらず、ASNを作成可能

標準システムを相互利用することで課題解決

納品先の拡大 アクション

商流帳合卸 メーカー 物流運営卸共配事業者

発注 出荷指図 納品

発注 出荷指図 納品

出荷実績 ASN

出荷実績

卸M

卸M
小売専用C個別システム

卸M

個別システム

個別システム
が不要

商物分離センターに対応

ASN

小売専用C

標準ASN
システム
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効果・成果
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業界標準を志向したシステム・運用・企業連携を構築
物流課題を解決するASN入荷検品レスプラットフォームを整備

新規性/創造性

業界標準
パッケージ

の構築

As-Is
個別/限定取組み

To-Be
企業連携/業界標準志向

Goal
実現する姿

Benefit
業界標準化による効果

Solution
共通/標準化

検品
レス

伝票
レス

荷役/待機
時間削減取

組み

メーカー共配
ASN入荷検品レス

参画企業の
規模を問わない

業界全体の
荷待ち時間の解消

物流の
デジタル化が加速

物
流
業
界
の
危
機
解
消

持
続
可
能
な
物
流
の
実
現
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着荷主

継続性/課題克服性

発荷主・物流事業者

入荷検品時間の短縮
*1車両で15メーカー、150SKU共配の場合

Before
各メーカー・SKU毎の

入荷検品作業

38分/

車両

150回のSKU検品作業

￭ ASN活用による検品レス効果

メーカー共配全体での検品レス取組みにより、

検品時間ゼロ化

￭ 検品レス効果最大化のために受発注運用を見直し、

1運行あたりの納品数量15％増
※通年実施による車両効果は測定中

After
メーカー混載の
パレット検品レス

2.5分/

車両

15回のパレット検品作業

93.4％

削減率

￭ 検品レス納品条件の設定により

ドライバーの納品時荷役作業ゼロ化



22

加工食品業界のあるべき姿・目指すべき姿

業界への啓発/普及(参画)効果

As-Is 従来の物流状態
• 企業・拠点ごとのクローズドな物流
• 属人的で非効率なオペレーション
• 荷物単位での個別最適
• 情報連携の断絶、分断されたシステム
• 物流設備・車両などの専有利用
• 計画主導・静的な配送設計
• 温室効果ガス排出の課題

DXの推進・デジタル活用例

キユーソー共配ASN入荷検品レス
• 標準ASNシステムを共通プラットフォームとして整備
• 喫緊の取組み課題である伝票レスへの展開
• 参画企業の拡大による「個別最適化」から「全体最適化」へのシフト

物流 卸

小売

中小
大手

SM

DS

Dgs

CVS

外食

低温

To-Be フィジカルインターネット状態
• 複数企業・拠点間でのオープンなネットワーク
• デジタル基盤による自律・協調オペレーション
• モジュール単位での全体最適(ユニットロード等)

• リアルタイム・シームレスなデータ共有
• リソースの共有・動的な割り当て
• 需要に応じた動的最適化(AI/IoT活用)

• サステナブルな設計(CO2削減・循環型)

倉庫業

業界
全体連携

メーカー

業界標準
共通PF

*PF=プラットフォーム


